2017年2月2日～3日
時事共同NHK朝日新聞デジタルしんぶん赤旗
共同･民進、共謀罪、南スーダン、トランプ（ニューズウィーク解説も）、マーティス、衆院予算委員会、ニュース女子、沖縄
連合と連携深める＝蓮舫民進代表
　民進党の蓮舫代表は２日、参院議員会館で開かれた連合との会合に出席し、長時間労働規制などに取り組むことを求める政策要望を受け取った。蓮舫氏は「連合と連携を深めていきたい。働く人たちを大切にするために戦っていきたい」と応じた。
　連合の神津里季生会長は「二大政党の一方の旗頭として、国民の期待をもう一度取り戻すことにまい進してもらいたい。野党の中で求心力を保ってもらいたい」と求めた。（時事通信2017/02/02-18:43）
民進 原発稼働ゼロの時期前倒し ２０３０年と明示で調整
ＮＨＫ2月3日 4時30分
民進党は、原発を含めたエネルギー政策について、これまで「２０３０年代に原発稼働ゼロを目指す」としていた方針を改め、原発の稼働をゼロにする目標の時期を事実上、前倒しし、「２０３０年」と具体的に明示する方向で調整に入りました。
民進党は、次の衆議院選挙で、原発を含めたエネルギー政策を安倍政権との対立軸として明確に示したいとして、党の調査会などで検討しています。
その結果、これまで「２０３０年代に原発稼働ゼロを目指す」としていた党の方針を改め、原発の稼働をゼロにする目標の時期を事実上、前倒しし、「２０３０年」と具体的に明示する方向で調整に入りました。そのうえで、これを法律で位置づけ、脱原発に向けた政策を進めたいとして、必要となる法案の提出を目指すことにしています。
民進党は、来月の党大会でこうした新たな方針を打ち出したいとしていますが、党内からは「賛否両論があり、党が分裂しかねない」といった懸念が出ているほか、最大の支持団体の連合の一部からも「方針を変える理由がなく、納得できない」などと不満も出ていて、方針の決定までには曲折も予想されます。
しんぶん赤旗2017年2月3日(金)

共謀罪法案の提出に反対　刑事法研究者１３７人声明

　政府が国会提出をねらう共謀罪法案について、刑事法研究者１３７人が１日、反対する声明を公表しました。

　葛野尋之（一橋大学教授）、高山佳奈子（京都大学教授）、田淵浩二（九州大学教授）、本庄武（一橋大学教授）、松宮孝明（立命館大学教授）、三島聡（大阪市立大学教授）、水谷規男（大阪大学教授）の７氏が呼びかけていたもので、１３０人の研究者が賛同しました。

　声明では、共謀罪法案は「犯罪対策にとって不要であるばかりでなく、市民生活の重大な制約をもたらします」と批判しています。反対理由として、(1)テロ対策立法はすでに完結している(2)国連国際組織犯罪防止条約の締結にこのような立法は不要(3)極めて広い範囲にわたって捜査権限が濫用されるおそれがある(4)日本は組織犯罪も含めた犯罪情勢を改善してきており、治安の悪い国のまねをする必要はない(5)武力行使をせずに、交渉によって平和的に物事を解決していく姿勢を示すことが、有効なテロ対策―の５点を挙げています。

　この中で、「共謀罪」の新設は、共謀の疑いを理由とする早期からの捜査を可能とし、人が集まっているだけで容疑者とされ、市民の日常的な通信がたやすく傍受されかねず、歯止めのない捜査権限の拡大につながるおそれもあると告発しています。

安倍首相、「共謀罪」詐欺組織も対象＝衆院予算委


衆院予算委員会で答弁する安倍晋三首相＝２日午前、国会内
　安倍晋三首相は２日午前の衆院予算委員会で、「共謀罪」の構成要件を改め「テロ等準備罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案に関し、「振り込め詐欺組織は（罪の対象に）入っていく」との認識を明らかにした。民進党の階猛氏への答弁。
入国禁止令に歯切れ悪く＝難民対応で引け目、米刺激を回避－安倍首相
　過去に廃案となった法案が規定した共謀罪に対する世論の批判を踏まえ、首相は「内心の自由を侵してはならないのは当然で、その疑念を払拭（ふっしょく）しなければならない。今までの共謀罪とは趣の異なるものだ」と主張した。
　金田勝年法相は同改正案の取り締まり対象を組織的犯罪集団に限定するとし、「一般の方が処罰対象となることはあり得ない」と強調。「正当な活動を行っていた集団であれば、団体の意思決定に基づき犯罪行為を反復、継続して行うなど団体の性質が一変したと認められなければ、組織的犯罪集団と認められることはない」と説明した。
　テロ等準備罪の捜査に関し、法相は「通信傍受を用いることは考えていない」と明言。ただ「捜査の実情等を踏まえ、導入の必要性やいろいろな観点から検討すべき課題だ」とも語り、将来的な活用の可能性は排除しなかった。
　トランプ米政権から過激派組織「イスラム国」（ＩＳ）掃討への協力を求められた場合の対応について、首相は過去の国会答弁を踏まえ「後方支援を頼まれても、政策判断として行わないとの約束をたがえることはない」と述べた。民進党の後藤祐一氏への答弁。（時事通信2017/02/02-12:24）
首相 「テロ等準備罪」の今国会への提出目指す
ＮＨＫ2月2日 12時09分
安倍総理大臣は衆議院予算委員会で、「共謀罪」の構成要件を厳しくして新設する「テロ等準備罪」をめぐり、東京オリンピック・パラリンピックを控え、国際社会と連携してテロを防止することが必要だとして、今の国会への法案提出を目指す考えを強調しました。
この中で、民進党の階政務調査会長代理は、「共謀罪」の構成要件を厳しくして「テロ等準備罪」を新設する法案をめぐり、「憲法上の表現の自由や集会の自由などが制約され、自由な団体活動ができなくなるおそれもあるなど萎縮効果がある。『共謀罪』、『陰謀罪』は例外的、補完的なものであり、必要最小限で設けるべきだ」と指摘しました。
これに対し、安倍総理大臣は「法案を準備している理由は、国際組織犯罪防止条約を締結できず、国際社会の中で犯罪人の引き渡しなども含め情報交換のコミュニティーに入れない。また、東京オリンピック・パラリンピックを控え、テロを防止するうえでやはり穴があるためだ。思想信条の自由、内心の自由などを侵してはならないのは当然のことで、今までの共謀罪とは趣が異なる」と述べました。
そのうえで、安倍総理大臣は、昭和３６年に国会の襲撃を計画してライフル銃を入手した行為などが、破壊活動防止法に規定された予備罪の準備行為にはあたらないと判断された昭和４２年の東京高等裁判所の判決を例に挙げ、現行法のままではテロ行為などを未然に防ぐのは難しいケースもあるという認識を示しました。
そして、安倍総理大臣は「予備罪が無いものだけではなく、予備罪があるものも捜査当局がしっかり捜査し、逮捕し、犯罪を未然に防ぐことができるよう、どうすればよいか議論している。しっかりと姿形を整理し、法案を提出する際に示す」と述べ、今の国会への法案提出を目指す考えを強調しました。
また、金田法務大臣は、「テロ等準備罪」の捜査の過程で電話やメールなどの「通信傍受」の対象とすることは考えていないとしたうえで、将来的な可能性について、「各地の犯罪捜査の実情などを踏まえながら導入の必要性など、いろいろな観点から検討すべき課題だ」と述べました。
さらに、金田大臣は、処罰対象となる組織的犯罪集団はテロ組織や暴力団、それに薬物密売組織などに限定されると強調する一方で、こうした組織ではなく、通常の団体でも、団体の意思決定に基づいて犯罪行為を反復・継続して行うなど活動が一変した場合には、処罰対象になり得るという認識を示しました。
首相「通商条約に為替条項なじまない」
一方、安倍総理大臣は、アメリカのトランプ大統領が、今後の貿易協定の中に、通貨安へ誘導する動きを制限する強力な措置を盛り込む構えを示していることについて、「『通商条約に為替条項はなじまない』と、ずっと今までも反論として申し上げてきた。そういう姿勢には変わりはない。為替がどのように変化をしていくかは、両国の経済、金融政策の状況の中でマーケットも含めて決まっていくものだ」と述べました。
金田法相「通信傍受、考えていない」　「共謀罪」巡り
朝日新聞デジタル2017年2月2日12時50分

衆院予算委で、民進党の階猛氏の質問に答弁する金田勝年法相（左）。右端は安倍晋三首相＝２日午前、岩下毅撮影


　金田勝年法相は２日午前の衆院予算委員会で、犯罪の計画段階で処罰する「共謀罪」の要件を変えて新設する「テロ等準備罪」が、通信傍受法の対象となるかどうかを問われ、「テロ等準備罪の捜査のために通信傍受を用いることは考えていない」と答えた。一方で、将来的に対象とするかどうかは、「各種犯罪に関する捜査の事情等を踏まえながら、導入の必要性などの観点から検討すべき課題だ」と述べた。民進党の階猛氏の質問に答えた。
　テロ等準備罪の必要性をめぐり、重い罪に限って準備段階で罪に問える刑法の「予備罪」で対応できないのかと問われた安倍晋三首相は、「予備罪がないもの、予備罪があっても不十分なものへの対処を検討している」と説明。過去の判例をもとに「国会を襲撃して占拠する目的で、ライフルなどをそろえても予備罪が適用されなかった」として、現行の法制度では「穴がある」と強調した。
　民進の緒方林太郎氏は、過去の国会で政府が「共謀罪」と答弁していたのを「合意罪」と言い換えるのは「印象操作だ」と指摘。岸田文雄外相は「新たな法律を準備している。呼び名が違っても矛盾はない」と答えた。
しんぶん赤旗2017年2月3日(金)

共謀罪　広範な市民対象　「テロ組織」定義なし　藤野議員が追及
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（写真）質問する藤野保史議員＝２日、衆院予算委


　「テロ対策」名目で安倍政権が今国会に提出しようとしている「共謀罪」法案に、なんの歯止めもないことが日本共産党の藤野保史議員の２日の衆院予算委員会での追及で浮き彫りになりました。政府は、処罰対象が「組織的犯罪集団」に限られるとして、従来の共謀罪とは「全く異なる」としてきましたが、組織的犯罪集団について明確な答弁ができませんでした。

　金田勝年法相は組織的犯罪集団としてテロ組織、暴力団、薬物密売組織をあげています。藤野氏は組織的犯罪集団がこの三つに限定されるのかと質問。金田法相は「それ以外のものも含まれる場合がある」と明言するとともに、なにが共謀にあたるか判断するのは捜査機関であることを明らかにしました。

　藤野氏は「２人以上の人の話し合いを、共謀として捜査機関が捜査しようと思えば、捜査対象になるのではないか」と追及。金田法相は｢労働組合や市民団体､民間企業が対象とならないよう法文上も明確にする」と述べるだけで、一般市民の会話が捜査対象になることは否定しませんでした。

　「テロ対策」を口実にしながら、岸田文雄外相は「国際的にテロ組織というなにか決まった定義はない」と答弁。薬物密売組織について金田法相は「麻薬の密売をなりわいとしている組織」などといいかげんな答弁に終始し、議場から失笑が起きました。安倍首相も組織的犯罪集団に「法定上の定義はない」と述べました。

　藤野氏は「刑罰の対象になるかどうか、人権にかかわる大問題なのに全く限定されていない」と批判｡｢テロやオリンピックを口実に、もの言えぬ監視社会を目指すものだ」と強調しました。

しんぶん赤旗2017年2月3日(金)

論戦ハイライト　共謀罪　治安維持法の反省なし　藤野議員が違憲立法追及　衆院予算委
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（写真）安倍首相らに質問する藤野保史議員（左）＝２日、衆院予算委


　日本共産党の藤野保史議員は２日の衆院予算委員会で、政府が今国会への提出を狙う「共謀罪」法案は違憲立法だと追及し、提出を断念するよう強く求めました。

　政府が「共謀罪」法案が必要な理由に「テロ対策」を挙げていることについて、藤野氏は、日本では▽すでに１３本の条約を締結している▽未遂段階で処罰できる規定が６６ある▽銃や刀剣、サリン等の所持自体が禁じられている―ことを指摘しました。

　安倍晋三首相が１月２６日の衆院予算委で、「爆弾を持ち込む、あるいは武器を持ち込んでハイジャックをして、そして建物に突っ込むという計画」を例に挙げたことについて藤野氏は、首相の挙げた「爆弾を使う」「武器を持ち込む」行為は現行法で取り締まることができると述べました。安倍首相は「今の法体系には穴がある」と強弁するばかりで、まともに答えられませんでした。

　藤野氏の質問に金田勝年法務相は、「共謀罪」の処罰対象となる「犯罪の合意」の有無を判断するのは、捜査段階では捜査機関だと認めました。

市民の運動を「テロの脅威」
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（写真）戦争法に反対する市民などを「警備対象」として監視していることを示す警察庁広報誌『焦点』


　藤野氏は、反原発の集会やメーデーなどの動向を写真付きで掲載した警察庁の広報誌『焦点』（写真左）を示し、市民運動を「テロの脅威」とみなして情報収集・監視の対象としている警察の実態を告発。反原発集会を「原子力施設に対するテロの脅威」として「警備対象」の一番初めに挙げていると批判しました。

　藤野氏は、一般の人々の思想・良心までが広く処罰の対象とされた戦前の治安維持法の問題を追及。当時の政府が同法の対象は限定されると説明していたにもかかわらず、「実際は労働運動だけでなく、宗教者、自由主義者、学生のサークルまでが弾圧の対象となった」と強調しました。

　藤野　対象が次々と拡大され、最後は普通の人も対象になった。この歴史をどう認識しているか。

　首相　戦前の旧憲法下の法制であり、現憲法で内心の自由を侵害することはない。

　藤野　思想・良心の自由を考える際の原点が治安維持法だ。共謀罪の議論にも直結する。その認識はないのか。

　藤野氏は「戦前の歴史があるからこそ、今の憲法がある」と強調。戦前、法律で禁止された拷問が実際には横行した反省から、「思想・良心の自由」（１９条）や「適正手続きの保障」（３１～４０条）を憲法上の原則にまで高めたことを指摘し、「こうした認識が安倍政権には決定的に欠けている」と批判しました。

安倍政権下で監視社会進む

　藤野氏は、安倍政権下で秘密保護法や拡大盗聴法が強行され、モノ言えぬ監視社会づくりが進んでおり、「共謀罪はその仕上げともいうべき違憲立法だ」と厳しく指摘。「国民はこのようなごまかしを許さない。共謀罪の提出を断固阻止するため、国民と共に全力を尽くす」と強く主張しました。

ケニア、南スーダンＰＫＯ復帰へ＝国連


国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の自衛隊＝２０１６年１１月、ジュバ（ＡＦＰ＝時事）
　【ニューヨークＡＦＰ＝時事】グテレス国連事務総長は１日、ケニア軍が国連平和維持活動（ＰＫＯ）の国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）に復帰すると発表した。ケニア軍は昨年１１月、ケニア人のＵＮＭＩＳＳ司令官が潘基文国連事務総長（当時）に解任されたことに怒り、全部隊を撤収させていた。南スーダンの首都ジュバで７月に起きた戦闘の際、多数の民間人が犠牲になった責任を問われた解任だった。（時事通信2017/02/02-07:26）
トランプ大統領 同盟国との関係強化の重要性強調
ＮＨＫ2月2日 12時01分
アメリカのトランプ大統領は、議会が承認したティラーソン国務長官の宣誓式に出席し、ビジネスの世界で力を発揮してきた手腕に期待感を示すとともに、同盟関係を強化することの重要性を強調しました。
アメリカ議会上院は１日、トランプ大統領が国務長官に指名した大手エネルギー企業、エクソンモービル前ＣＥＯのティラーソン氏を賛成多数で承認しました。
ホワイトハウスでは１日夜（日本時間の２日午前）、ティラーソン国務長官の宣誓式が行われ、出席したトランプ大統領は「あなたは外交の世界で、そのたぐいまれな能力と深い見識を発揮することになる」と述べて、巨大企業を経営し、ビジネスの世界で力を発揮してきたティラーソン氏の手腕に期待感を示しました。
そして、「同盟国との関係を強化し、戦略的な利益と国民の安全を高めるため、新たな同盟を構築する重要性も理解しているはずだ」と述べて、日本やイギリスなど同盟国との関係強化に努めるべきだという考えを強調しました。
これに対して、ティラーソン長官は、「アメリカ国民の利益を常に考えて職務にあたる」と決意を述べました。国務省の内部には、７か国の人の入国を一時的に禁止することなどを命じた大統領令に反対する意見も少なくないとされ、アメリカのメディアは、外交官などおよそ１０００人の職員が大統領令を批判する意見書を国務省に提出したと伝えていて、ティラーソン長官は、就任早々、その指導力が問われることになりそうです。
官房長官 国防長官訪問の意義強調
菅官房長官は午前の記者会見で、アメリカのマティス国防長官が３日、日本を訪れることについて、アジア太平洋地域へのアメリカの関与を明確にするもので意義があると強調したうえで、沖縄県の尖閣諸島に日米安全保障条約が適用されることも確認したいという考えを示しました。
この中で、菅官房長官は、アメリカのマティス国防長官があすトランプ政権の閣僚として初めて日本を訪れることについて、「トランプ新政権発足後に非常に早い段階で、マティス国防長官が日本を含むアジアを訪問することは、アジア太平洋地域における米国のコミットメントを示すもので大変意義があり、歓迎したい」と述べました。
そのうえで、菅官房長官は、「政府として沖縄県の尖閣諸島は累次の機会に日米安保条約が適用されるとの立場を確認してきている。予断を持って発言することは控えるが、さまざまな機会をとらえてトランプ新政権との間でもこのことは確認していきたい」と述べ、尖閣諸島に日米安全保障条約が適用されることも確認したいという考えを示しました。
また菅官房長官は、トランプ大統領が国務長官に指名していたティラーソン氏の人事がアメリカ議会で承認されたことについて、「新政権になって国務長官が正式に決まったので、これから本格的な外交等の対応がなされていくんだろう」と述べました。
外相 早期会談で絆強化を
岸田外務大臣は、アメリカのティラーソン国務長官に対し、祝辞を送りました。
この中で、岸田外務大臣は、「日米両国は、現在、自由、民主主義、基本的人権、法の支配という普遍的価値の絆を共有する強固な同盟国だ。世界経済の原動力であるアジア太平洋地域の安定には、アメリカのコミットメント、関与が必要不可欠だ」としています。
そのうえで、「地域の安全保障環境が一層厳しさを増す中、地域の平和と繁栄の礎である日米同盟の重要性は増している。可能なかぎり早期にお会いして、率直な意見交換を行い、揺るぎない日米の絆をさらに強化していきたい」としています。
自民政務調査会長「尖閣諸島への安保適用の確認を」
自民党の茂木政務調査会長は、記者会見で、「マティス国防長官は、トランプ大統領の信任も非常に厚く、安全保障問題で長い経験と高い見識をもっている。今回の訪問が、日米同盟をより強固なものにし、沖縄県の尖閣諸島への日米安全保障条約の適用や、アジア太平洋地域でのアメリカの関与を確認するよい機会になればと期待している」と述べました。
公明代表「日米同盟のきずな 確認を」
公明党の山口代表は、党の会合で、「アメリカのマティス国防長官との間で、日米同盟の大事なきずなをしっかりと確認してもらいたい。また、在日アメリカ軍への対応なども、事実を踏まえたうえで、厳しい安全保障環境にどう日米同盟で対応していくかということを確認し、今月１０日に行われる日米首脳会談のベースになるよう、実りあるものにしてもらいたい」と述べました。
共産委員長「軍事的 財政的負担強化求める可能性も」
共産党の志位委員長は、記者会見で、「『アメリカファースト』という立場で、日本に対し、軍事的、財政的な負担強化を求めてくる可能性があり得る。これに『日米同盟ファースト』で対応したら、際限なく『自衛隊は出す、お金も出す』ということになりかねない。これまでのような『日米同盟ファースト』では、トランプ政権に対応できなくなる」と述べました。
しんぶん赤旗2017年2月3日(金)

異常な米追随見直しを　米軍駐留費負担増　看過できぬ　対等・平等・友好の関係に　笠井議員が要求　衆院予算委

　「異常なアメリカ追随外交を根本から見直し、対等・平等・友好の日米関係に切り替えることが、いよいよ切実な課題だ」。日本共産党の笠井亮政策委員長は２日の衆院予算委員会で、国際的な人権・人道法に反しテロ根絶の取り組みに深刻な逆流をもたらしているトランプ米大統領による中東・アフリカ７カ国からの入国一時禁止命令を一切批判しない安倍晋三首相の姿勢をただすとともに、世界でも異常な日本の米軍駐留経費の負担を中止するよう求めました。
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（写真）質問する笠井亮議員＝２日、衆院予算委


　首相は大統領令について一貫して「内政事項なのでコメントしない」と逃げています。これに対し笠井氏は、同大統領令が発令された直後の１月２８日深夜、安倍首相が絶賛したことを指摘。「コメントしないというが、もうしているではないか」と矛盾を追及しました。

　笠井氏は「国際社会はテロ対策の名で、特定宗教や特定の国の市民を排除していることが問題だとしている」と指摘。各国首脳が相次いで懸念を示しているにもかかわらず、「『日米同盟第一』とトランプ政権を天まで持ち上げるのは日本の首相くらいだ」とただし、１０日の日米首脳会談で大統領令のすみやかな撤回を求めるよう迫りました。

　「自国の利益を覇権主義的に押し付けるトランプ大統領の『米国第一主義』。日本への影響は看過できない」と強調した笠井氏。第２次安倍政権の発足以降、日本は総額９４７４億円もの米軍「思いやり予算」（在日米軍駐留経費負担）を支出しながらも、米国がさらなる負担増を要求する可能性を警告し、「『日米同盟』を絶対視し、世界でも異常に突出した駐留経費負担を続けるのではなく、要求はきっぱり拒否すべきだ」と述べました。

しんぶん赤旗2017年2月3日(金)

「日米同盟第一」危険浮き彫り　衆院予算委　笠井政策委員長が追及

　「アメリカ・ファースト」に対して「日米同盟ファースト」―。日本共産党の笠井亮政策委員長は２日の衆院予算委員会で、「米国第一」を掲げるトランプ米大統領が自国の利益を覇権主義的に押し付けてくる危険性と安倍政権の対米従属の姿勢をあげ、「日米同盟第一」の態度を根本から見直すよう迫りました。

入国制限令直後に「偉大な国に」　絶賛の首相を強く批判

　「テロ対策」と称して難民や中東・アフリカの一般市民の入国を制限したトランプ大統領令が重大な国際問題となっています。

　笠井氏は、難民や特定の宗教や国籍者に対する入国制限は、国際的な人権・人道法に反し、テロ根絶にも否定的な影響を与えると指摘し、安倍首相の認識をただしました。

　ところが、安倍首相は「各国の入国管理政策は内政事項であって、コメントすることは控えたい」と繰り返すだけ。笠井氏は「国際社会は、出入国管理手続きの問題ではなく、テロ対策の名で、特定の宗教や特定の国の市民を排除していることを国際問題だとしている」と厳しく批判しました。
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（写真）安倍晋三首相らに質問する笠井亮議員（左）＝２日、衆院予算委


　とりわけ重大なのは、トランプ氏が大統領令に署名（日本時間２８日午前）した直後の電話会談（同日深夜）で安倍首相が「就任直後から精力的に行動され、トランプ時代の幕開けを強烈に印象づけた」「米国がより一層偉大な国になることを期待している」などと絶賛していることです。
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　「これは、トランプ大統領の入国制限措置も含めた評価の言葉だ。『内政事項だからコメントしない』などといいながら、すでにコメントしている」

　笠井氏の追及に、首相は苦笑いしながら「矢継ぎ早にさまざまな大統領令が出たので、さまざまな思いで述べたものだ」と逃げました。

　笠井氏は「さまざまな大統領令の中に、入国制限に関する大統領令も含まれている。そうした中でのトランプ氏に対する評価だ」と反論。トランプ大統領と電話会談したドイツ、フランス、イギリスをはじめ世界の首脳が次々と大統領令への批判や不同意を表明していることを指摘（表）しました。

軍事費の増額を否定しない首相　米要求きっぱり拒否を

　笠井氏は、トランプ大統領が在日米軍駐留経費などの増額を求めてきた場合の対応をただしました。

　安倍首相は「トランプ政権の立場について予断することは差し控える」と態度を明らかにしませんでした。

　笠井氏は、「防衛大綱」見直しに関する「防衛力の在り方検討のための委員会」で使用された防衛省提出の「米国の安全保障政策　日米同盟」と題する内部文書（２０１３年２月）を提示。「在日米軍駐留経費負担」＝いわゆる「思いやり予算」に関して、「他の米軍接受国と比べ、我が国の負担率は突出」との記述があると示し、「グアムの米軍基地増強など米領土での基地建設という世界に類例のない負担までしている」と批判しました。

　安倍首相は「在日米軍駐留経費は日米間で適切な分担がはかられるべきだ」と従来の答弁を繰り返し、軍事費増額を否定しませんでした。

　笠井氏は、昨年１１月の共同通信の世論調査で「日本の負担を増やす必要はない」との回答が約８６％にのぼったことを紹介。国民の声を聞き、トランプ新政権がさらなる負担を求めてきた際には「きっぱり拒否すべきだ」と語りました。

オスプレイ再開　日本は蚊帳の外　言いなりやめ撤去こそ
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（写真）「米国の安全保障政策／日米同盟」と題する防衛省防衛政策局が作成した内部文書（2013年２月）。「沖縄の負担感は極めて強く、万が一の事故の際には全基地撤去運動に繋がりかねない状況」「他の米軍接受国と比べ、我が国の負担率は突出」などと記述している。


　笠井氏は、昨年１２月１３日に沖縄県名護市の浅瀬で墜落したＭＶ２２オスプレイの飛行再開を、事故からわずか６日後の同月１９日に容認した政府の姿勢をただしました。

　防衛省の内部文書で、オスプレイの沖縄県への配備に関して「万が一の事故の際には全基地撤去運動に繋（つな）がりかねない状況」と述べている点について、防衛省は県民の生命や安全よりも、「全基地撤去運動に繋がりかねないことを懸念しているのか」と追及しました。

　稲田防衛相は「文書は政府の公式見解ではない」などとはぐらかし、県民の生命・安全の方が大事だとは最後まで言いませんでした。
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（写真）オスプレイの事故についての防衛省のプレスリリース


　防衛省の１２月１９日付報道発表では、「事故直後から、在日米軍から情報提供を受け、継続的に様々な照会を行ってきた」と述べ、「米側から得た情報等に基づき、防衛省、自衛隊の専門的知見に照らせば、（飛行再開は）合理性が認められる」としています。
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（写真）航空幕僚長の記者会見（12月16日付）


　一方で、航空自衛隊トップの杉山良行空幕長が１２月１６日に行った記者会見では、「事実関係が米軍から公開されておらず」「報道ベースでしか存じないため具体的な分析はほとんどできていない」と答えていました。笠井氏は、会見と防衛省の発表とが「矛盾している」と追及しました。

　さらに、オスプレイの飛行再開を宣言した在日米軍の報道発表は、杉山氏の記者会見と同日の１６日に、「日本政府に対し、飛行の継続を通知した」としていることを指摘。そうであるなら、日本は「事実関係が米軍から公開されず、具体的な分析もできていないのに、米軍から飛行再開の通知を受けていたことになる」と批判。蚊帳の外に置かれていたようなものだと述べ、「原因究明を徹底すれば全基地撤去運動につながってしまうとの懸念から、米国に言われたまま飛行再開を認めただけではないのか」と迫りました。

　笠井氏は、事故原因が報告されない中での飛行再開はありえないと強調。日本全土からのオスプレイの撤去を求めました。

「核の傘」維持を確認へ＝米国防長官、３日来日－同盟強化へ初の安保協議
　米国のマティス国防長官が３日、トランプ政権の閣僚として初めて来日する。４日までの滞在中、安倍晋三首相や稲田朋美防衛相らと個別に会談し、安全保障分野の協議を本格的にスタートさせる。北朝鮮の核・ミサイル開発や中国の海洋進出を踏まえ、日米両政府は今回の協議で同盟強化を確認。複数の日本政府関係者によると、米国の「核の傘」を含む拡大抑止を維持することでも合意する方向だ。
　首相は２日の衆院予算委員会で、「万が一日本を侵害すれば、米国が共同対処あるいは報復することをもって抑止力をしっかりとしたものにしている」と米国の抑止力の意義を強調。「トランプ政権との間でも揺るぎない日米同盟の絆をさらに確固なものにしていきたい」と述べた。
　両政府はマティス氏の来日を、１０日にワシントンで予定される首相とトランプ大統領の初会談に向けた地ならしと位置付けている。マティス氏は３日に首相、菅義偉官房長官、岸田文雄外相と個別に会談。４日に稲田氏と会談し、終了後に共同記者会見を行う。
　米政府はこれまで、日米安全保障条約に基づき核抑止力提供を約束してきた。北朝鮮が昨年に弾道ミサイルを２０発以上発射し、核実験も２回強行したことや、核弾頭のミサイル搭載能力を獲得したとの見方が出ていることから、日本側は核抑止の継続を改めて確認する必要があると判断した。トランプ氏は選挙戦で言及した日本の核武装容認論を封印するとみられる。　
　このほか、一連の会談では、中国公船の領海侵入で緊張が続く沖縄県・尖閣諸島について、米国の対日防衛義務を定めた日米安保条約第５条の適用対象だと確認する見通し。自衛隊と米軍の共同対処力強化や、沖縄県の普天間飛行場移設など在日米軍再編計画の着実な履行でも合意する。
　トランプ氏が選挙戦で触れた在日米軍駐留費の負担増が話題に上る可能性もあるが、米側は今回、具体的な要求には踏み込まないとの見方が出ている。日本側は「日米安保体制はいずれか一方のみが利益を享受する枠組みではない」（首相）として、理解を求めていく考えだ。（時事通信2017/02/02-18:53）
＜マティス米国防長官＞「尖閣に日米安保」確認へ　３日来日
毎日新聞 2/2(木) 20:40配信
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米国のマティス国防長官＝ＡＰ 
　米国のマティス国防長官が３日、トランプ政権の閣僚として初めて来日し安倍晋三首相と会談する。正式就任から約２週間という早さで、韓国とともに初外遊先として来日するのは異例。日本としてはトランプ政権下でも日米同盟に揺るぎがないことを示す機会としたい考えだ。
　菅義偉官房長官は２日の記者会見で、マティス氏の来日について「アジア太平洋地域における米国のコミットメント（関与）を示すもので大変意義がある」と語った。米国の防衛義務を定めた日米安全保障条約５条の沖縄県・尖閣諸島への適用に関しては「トランプ新政権でも確認していきたい」と述べ、マティス氏との会談でも確認する考えを示した。
　また、北朝鮮の核兵器・弾道ミサイル開発や中国による海洋進出など地域情勢に関する認識を共有。米国の拡大抑止（核の傘）の維持や米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古沿岸部への移設方針を改めて確認する。
　マティス氏は中東などでの軍事作戦を統括する中央軍司令官など要職を歴任。承認前に米上院軍事委員会の公聴会に提出した書面証言では「同盟国と緊密に連携しなければならない」と同盟重視の考えを示した。
　日本側は「マティス氏が安全保障政策のキーパーソン」（政府関係者）とみている。首相との会談は形の上では表敬だが、１時間近くの時間をとった本格的な会談となる予定だ。
　マティス氏は来日中、岸田文雄外相、菅氏、稲田朋美防衛相とも個別に会談する。【村尾哲】
初外遊は日韓「謝罪ツアー」、新国防長官マティスの狙い
ニューズウィーク2017年2月2日（木）10時38分
アレックス・ウォード（ブレント・スコウクロフト国際安全保障センター副所長）
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Mark Wilson/Getty Images
＜トランプ米政権のマティス国防長官が２日に韓国、３日に日本を訪問する。思い出されるのは、８年前のオバマの外遊だ＞
８年前、就任間もないオバマ前米大統領が行った２度の外遊は、一部で「謝罪ツアー」と揶揄された。実際、オバマの各国訪問は、前任者のジョージ・Ｗ・ブッシュ大統領との違いを印象付けると同時に、アメリカが同盟国や世界の国々を軽んじたり、ばかにしたりしないと安心させることを目的にしていた。
今週のマティス国防長官の日韓歴訪は、オバマの謝罪ツアーを思い出させる。国防長官が新政権発足早々に両国を訪れる目的は、「両国との不朽の同盟に対するアメリカのコミットメントを再確認し、３カ国の安全保障上の協力を一層強化する」こととされている。端的に言えば、トランプ大統領の選挙戦での発言を「謝罪」するのが狙いだ。
トランプは選挙戦中、日本と韓国に自主防衛と核武装を促すような発言をした。アメリカとの強固な同盟を通じて北朝鮮や中国の脅威に対処したい両国は、これを快く思わなかった。
このトランプ発言を放置すれば、由々しき結果を招く恐れがある。アメリカが日韓との連携を弱めた状況で地域情勢が緊迫すれば、両国で核武装論が高まっても不思議はない。そうなれば、ただでさえ緊張を増している地域が一触即発になる。つまり、日韓を核武装に向かわせないために新政権が同盟堅持を約束することは、アメリカの安全保障上の国益と世界の秩序を守ることにつながる。
そこでマティスは、アジアへ旅立った。トランプの選挙戦での発言と「アメリカ第一主義」の主張を微修正し、重要閣僚が今も両国との関係を重視していることをアピールしなくてはならない。トランプがＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）を実質的に葬り去った今、その必要性はさらに強まっている。
今週、マティスの肩にかかっている責任は重い。
米国防長官、３日に安倍首相と会談＝菅官房長官、岸田外相とも個別に
　トランプ米政権の閣僚で初めて来日するマティス国防長官が３日に安倍晋三首相、菅義偉官房長官、岸田文雄外相と、それぞれ個別に会談する方向で調整していることが分かった。政府関係者が１日、明らかにした。日本側の関心の高さを示す対応で、首相とは１時間近く会談する予定だ。　
　トランプ氏は先の首相との電話会談で、「（マティス氏は）専門家で信頼している。いろいろ話してほしい」と促している。首相らは元中央軍司令官として日米同盟を熟知するマティス氏との間で同盟堅持を確認し、内外にアピールしたい考えだ。
　マティス氏の滞在は４日まで。同日には稲田朋美防衛相と日米防衛相会談を行う。（時事通信2017/02/01-23:47）
首相、尖閣への安保適用確認へ　新国防長官と3日に会談

共同通信2017/2/2 20:02

　安倍晋三首相はマティス米国防長官と3日に会談する。中国が領有権を主張する沖縄県・尖閣諸島について、日米安全保障条約の適用対象に含まれるとの認識を確認する方向だ。条約第5条は米国の対日防衛義務を定めている。会談では、トランプ新政権の下でも同盟強化を目指す日米の姿勢は変わらないことをアピールし、海洋活動を活発化させる中国をけん制する構えだ。

　首相がトランプ政権の閣僚と直接会うのは初めて。会談は約1時間の予定で、外国閣僚の表敬としては異例の長さとなる。マティス氏を「トランプ大統領の代理人」と位置付けているためで、3日夜には稲田朋美防衛相主催の夕食会も開く。

マティス国防長官きょう来日 強固な日米同盟の重要性確認へ
ＮＨＫ2月3日 4時13分
アメリカのマティス国防長官は、３日から、トランプ政権の閣僚として初めて日本を訪れ、安倍総理大臣を表敬するとともに、稲田防衛大臣と会談することにしています。日本政府は、一連の会談を通じて、厳しさを増す地域の安全保障環境をめぐって認識を共有し、強固な日米同盟の重要性を確認したい考えです。
アメリカのマティス国防長官は、韓国に続いて３日から２日間の日程で、トランプ政権の閣僚として初めて日本を訪れ、夕方に、安倍総理大臣を表敬し、４日に稲田防衛大臣との日米防衛相会談に臨む予定です。
これについて、安倍総理大臣は２日、「アメリカが求めているのは、駐留軍の経費を払うだけでなく、日本の防衛は日本も努力してほしいということだろう。日本の役割は相当増えており、そういうことも含めてよく話をしたい」と述べました。
防衛省内では、アメリカの国防長官が政権発足後の早い時期に日本を含めた東アジアを訪れるのは極めて異例で、トランプ政権がアジア太平洋地域に関与する姿勢を示すものだとして歓迎する声が出ています。
政府は、一連の会談を通じて、北朝鮮による核・ミサイル開発や海洋進出を強める中国など、厳しさを増す地域の安全保障環境をめぐって認識を共有し、沖縄県の尖閣諸島に日米安全保障条約が適用されることなどを確認したいとしています。そして、トランプ大統領が選挙期間中、在日アメリカ軍の駐留経費の増額を求める考えを示したことなどを踏まえ、日米同盟の意義や双方の役割などについて率直に意見を交わし、強固な同盟の重要性を確認したい考えです。
トランプ大統領の発言への懸念払拭が狙いか
今回の訪問は、マティス長官の強い意向で急きょ決まったもので、日米同盟の重要性を強調し両政府間の共通認識を改めて確認することで、トランプ大統領が、選挙期間中に同盟国にさらなる負担を求める発言を繰り返してきたことなどへの懸念を払拭（ふっしょく）する狙いもあると見られます。
マティス長官は、日本訪問に先立ち韓国でパク・クネ（朴槿恵）大統領の職務を代行しているファン・ギョアン首相などと会談し、北朝鮮の核開発問題を安全保障上の最優先課題として取り組み、最新の迎撃ミサイルシステム「ＴＨＡＡＤ」を予定どおり年内に韓国に配備することを確認しました。
マティス長官は、北朝鮮とともに海洋進出の動きを強める中国にも強い懸念を示していて、こうした安全保障上の課題について日本側と意見を交わしたい考えです。
在日米軍駐留経費とは
日米安全保障条約は、第５条で、アメリカが日本を防衛する義務を規定している一方、第６条で、日本の安全と極東における国際の平和と安全の維持のため、日本国内の施設や区域を使用することをアメリカに認めています。
防衛省によりますと、日米安全保障条約に基づいて、日本に駐留しているアメリカ軍の兵士は、去年９月現在で３万８７００人余りで、このうち、海兵隊が最も多く１万３５００人余り、次いで、空軍が１万１５００人余り、海軍が１万１０００人余り、陸軍が２７００人余りとなっています。
日本政府は、日米地位協定に基づいて、日本に駐留するアメリカ軍に基地を提供するため、民間の土地を借りる費用や、騒音対策といった基地の周辺対策費などを負担しているほか、おおむね５年ごとにアメリカ側と特別協定を結んで、いわゆる「思いやり予算」として、基地で働く従業員の給与や光熱費の一部などを負担しています。
防衛省によりますと、日本が負担している在日アメリカ軍に関係する経費は、基地などとして提供している国有地の価値を試算した結果も含めて、平成２８年度は、７６００億円余りと見られるということです。平成２８年度の当初予算では、「思いやり予算」が１９２０億円で最も多く、次いで、民有地の借料などが１８５２億円、沖縄に駐留する海兵隊のグアムへの移転など、アメリカ軍の再編に関する経費が１７６６億円、などとなっています。
一方、アメリカ国防総省の報告書によりますと、２００２年の駐留経費で、日本側が負担している割合は７４．５％となっており、韓国やドイツなど、アメリカ軍が駐留している国の中では最も高い割合となっているということです。
日本の防衛費 各国のＧＤＰ比は
政府は、防衛力の整備にあたって、専守防衛の堅持などの基本方針を掲げていて、昭和５１年には、年度ごとの防衛費がＧＮＰ＝国民総生産の１％に相当する額を超えないようにすることを閣議決定しました。
しかし、アメリカからの増額要求などを背景に、昭和６１年に、いわゆる「ＧＮＰ１％枠」を適用しないことを決め、向こう５年間の防衛費の総額を定めた「中期防衛力整備計画」に基づいて、防衛費は、昭和６２年度から３年連続でＧＮＰの１％をやや上回りました。
その後、冷戦の終結などを背景に、防衛費はＧＮＰの１％を下回り、ＧＤＰ＝国内総生産と比較するようになったあとも、平成２２年度に１％をわずかに上回った以外は、１％を下回っています。
今年度（平成２８年度）の防衛費は、当初予算で初めて５兆円を超えましたが、ＧＤＰに対する割合は０．９７％で、新年度（平成２９年度）予算案では０．９３％となっています。
防衛省によりますと、各国の国防費のＧＤＰに対する割合は、２０１４年度で、ロシアがおよそ３．５％、アメリカがおよそ３．４％、韓国がおよそ２．４％、イギリスがおよそ１．９％、中国がおよそ１．３％などとなっています。また、アメリカやイギリス、フランスなど２８か国が加盟するＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構は、今後、加盟国の国防費をそれぞれＧＤＰの２％まで増額することで合意しています。
米国防長官、北朝鮮「最優先課題」に＝ＴＨＡＡＤ計画通り－韓国大統領代行らと会談


２日、ソウルで会談に臨むマティス米国防長官（左）と韓国の黄教安大統領代行（首相）（ＡＦＰ＝時事）
　【ソウル時事】就任後初の外遊先として韓国を訪れたマティス米国防長官は２日夕、ソウル市内で黄教安大統領代行（首相）、大統領府の金寛鎮国家安保室長とそれぞれ会談した。長官は席上、強固な米韓同盟関係を「一層強化していく」と述べるとともに、核・ミサイル開発を続ける北朝鮮の脅威について、トランプ政権が「最優先の安保課題」として取り組む方針を表明した。韓国政府が発言内容を発表した。
　長官はまた、「北朝鮮の脅威に対し、韓国と肩を並べて対処していく」と語り、韓国の北朝鮮政策に対する確固とした支持を確認した。
　さらに、「核の傘」を含む「拡大抑止」などを通じ、韓国を防衛していく意思を強調。最新鋭地上配備型迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」の在韓米軍への配備を計画通りに滞りなく進めていくことで一致した。
　トランプ米大統領は１月２９日に黄氏と電話会談し、米韓同盟をさらに強固にするとともに、北朝鮮への制裁・圧力など核問題の解決に向けた協調を強めていくことで合意していた。トランプ氏には、就任間もないマティス氏を韓国へ派遣することで、政権として北朝鮮に強いメッセージを突き付ける狙いがある。
　マティス長官は３日、韓民求国防相と会談した後、東京に向かう。（時事通信2017/02/02-21:01）
米国防長官、韓国防衛の決意確認　大統領代行と会談、北朝鮮けん制

共同通信2017/2/2 21:242/2 21:26updated

　【ソウル共同】マティス米国防長官は2日、就任後初の外国訪問として韓国を訪れ、朴槿恵大統領の権限を代行する黄教安首相と会談した。大陸間弾道ミサイル（ICBM）の発射実験をちらつかせる北朝鮮について協議、韓国防衛への米国の決意は揺るがないと確認し、北朝鮮をけん制した。米軍のミサイル迎撃システム配備計画の加速も確認、3日午前には韓民求国防相と会談し、北朝鮮の脅威への対処能力向上を急ぐ。

　マティス氏は会談で、トランプ米大統領が米韓同盟を重視していると強調し「韓国が北朝鮮の挑発に直面している状況で、米韓関係をより強化させていく」と述べた。

「米国第一」への反発に対応＝ティラーソン米国務長官


１日、ホワイトハウスで就任宣誓の後、トランプ米大統領（右）が見守る中で発言するティラーソン国務長官（ＥＰＡ＝時事）
　【ワシントン時事】トランプ米政権の対外政策を担うティラーソン国務長官が１日、正式に就任した。トランプ大統領は１月２０日の就任直後、国境の壁建設をめぐって隣国メキシコと対立。さらにイスラム圏７カ国出身者の入国を一時禁止するなどの大統領令に国内外で反発が強まっており、当面は「米国第一」の外交方針が生み出すあつれきへの対応に追われることになる。
　上院本会議は１日、ティラーソン氏の人事を賛成５６、反対４３で承認。伝統的に超党派で支持されてきた国務長官人事は今回、賛否が割れた。背景にあるのは、国際社会の秩序や原則より自国の利益追求を前面に出すトランプ氏への不信の念だ。
　トランプ氏はホワイトハウスで、ティラーソン氏の宣誓就任に先立ち「この歴史の転換期に、国家は国益を追求する権利があるという古くからの真実に基づいて新たな解決策を見いだすべきだ」との持論を展開した。
　ティラーソン長官はエクソンモービル幹部の時代に、ロシアのプーチン大統領と個人的な親交を深めたことで知られる。トランプ政権は対ロシア関係の修復を目指しているが、同国が軍事介入したウクライナ情勢に妥協的な態度を取れば同盟・友好国からの信頼を失いかねず、その手腕が試される。　
　ロイター通信によると、国務省では既に約９００人の職員がトランプ氏の一連の大統領令への抗議メモに署名している。ティラーソン長官は２日に初登庁して職員に訓示を行った。外交実務の経験がないティラーソン氏が国際協調を重視する幹部を要所で任用していくのかも注視されている。（時事通信2017/02/03-00:47）
トランプ大統領 ＮＡＦＴＡの再交渉を急ぐ考え強調
ＮＨＫ2月3日 5時40分
アメリカのトランプ大統領は、ホワイトハウスで開いた会合で今後の通商交渉について商務長官に指名したロス氏が主導するとしたうえで、ＮＡＦＴＡ＝北米自由貿易協定の再交渉を急ぐ考えを強調しました。
アメリカのトランプ大統領は２日、ホワイトハウスで超党派の議員らと会合を開きました。この中でトランプ大統領は、商務長官に指名したロス氏について、「彼がアメリカを代表して交渉に当たることになる」と述べ、これまで通商代表部の代表が担っていた通商交渉について、今後は商務長官のロス氏が主導するという考えを明らかにしました。
そのうえで、「ＮＡＦＴＡは自由なだけでなく公平な協定でなければならない」と述べ、メキシコやカナダとの間でＮＡＦＴＡの再交渉を急ぐ考えを強調しました。これについて共和党のハッチ上院財政委員長は会合のあと声明を出し、「２１世紀のアメリカの労働者にとってもっとよい協定とするため、見直しを行うのは当然だ」と述べ、与党・共和党としてもＮＡＦＴＡの再交渉を支持する考えを示しました。
トランプ大統領は、このあと行われたアメリカの二輪車メーカーの幹部らとの会合でも、「ＮＡＦＴＡをはじめ、多くの貿易協定を見直す。同盟国であってもアメリカを利用している多くの国と再交渉を進めていく」と述べ、アメリカの国益にかなうよう既存の貿易協定も含めて見直しを進めることに強い意欲を示しました。
トランプ乱発「大統領令」とは？　日本人が知らない基礎知識
ニューズウィーク日本版 2/2(木) 15:20配信 
＜入国禁止、国境の壁建設、TPP離脱などニュースでよく聞く「大統領令」だが、どんな根拠と歴史があり、どの程度の効力を持つのか。無効にする方法はあるのか＞
これほど「大統領令」という言葉を目にする機会があっただろうか。
オバマケア（医療保険制度改革）の見直し、メキシコ国境の壁の建設、TPP（環太平洋経済連携協定）からの離脱、そして何と言っても、中東・アフリカ７カ国からの渡航者の入国禁止......。
ドナルド・トランプが１月20日の米大統領就任後、矢継ぎ早に署名してきた数々の大統領令は、トランプ時代の始まりを強く印象付けた。実際、署名後すぐさま効力を持つため、全米（ならびに世界各地）の空港で出入国管理の混乱を招き、各地で反対のデモが起こっていることは報じられているとおりだ。
いかにも強力な"武器"に思えるが、そもそも大統領令とは何か？　どのような根拠があり、どの程度の効力を持つのだろうか。
大統領令の法的根拠とは？
大統領令とは、行政府の長である大統領が連邦政府機関（軍を含む）に対して発する命令のこと。米政府・政治の資料サイトThisNation.comによれば、大統領令を出す権限の根拠は合衆国憲法第２章第１条の「執行権」にある。第２章第３条には、大統領は「法律が忠実に執行されることに留意」すべしとの文言も。ただし、権限の範囲が憲法で明確に定められているわけではない。
どれだけ効力があるのか？
大統領令に議会の承認は必要ないが、議会が成立させる法律とほぼ同等の効力を持つ。むしろ法律のように時間がかからないため、大統領がすぐに政策を実行できる便利な手段といえる。
議会が通した法案を拒否できる「大統領拒否権」と並んで、大統領の強力な"武器"であることは確かだろう。
ただし、前述の「法的根拠」にあるように、命令は連邦政府機関に対するもので、その効力は連邦政府内に留まるとされる。
また、入国禁止の大統領令はすぐさま実行に移されたが、例えばメキシコ国境の壁は誰の負担でどのように建設するのか。予算案を議会が承認しないことには実現しないだろう。
本誌ワシントン支局のエミリー・カディはこう書く。「大統領令そのものが新政権の主要な政策を前進させる見込みはほとんどない。そもそも、具体的な政策というより、メッセージを発信して新政権の方向性を示すものだという見方もある」（本誌2017年２月７日号「政治ショーと化した大統領令狂騒曲」より）
歴史上これだけの乱発は珍しい？
ThisNation.comによれば、初代大統領のジョージ・ワシントン以来、すべての大統領が大統領令を活用してきた。1862年のリンカーンによる「奴隷解放宣言」（これも大統領令だった）から通し番号が振られており、現在までに1万3000を超えている。
ルーズベルトは第２次大戦中、日系人の強制収容を可能にする大統領令を出した。アイゼンハワーは公民権運動の高まりの中で、学校内での人種差別を阻止する大統領令を出した。ブッシュは9.11テロを受け、テロ組織が国内に持つ資産を凍結する大統領令を出した。歴史上、重要な大統領令はいくつもあった。
バラク・オバマ前大統領も2014年には、共和党が下院で多数を占める状況で政策を推し進めるべく、大統領令を活用する方針を一般教書演説で明らかにしていた。
数を見てもトランプだけが乱発しているわけではないが、選挙戦を経てアメリカ社会が分断している状況下で、賛否両論のある公約を実現すべく次々と出しており、それが今回、大統領令が目立っている一因だろう。
大統領令を無効にする方法は？
報道によれば、トランプの入国禁止の大統領令に対しては、人権団体に加え、ワシントン、ニューヨーク、マサチューセッツの３州が憲法に違反するとして無効を求めて提訴（２月１日現在）。不法移民に寛容な「サンクチュアリ・シティー（聖域都市）」の１つであるサンフランシスコ市は、聖域都市への連邦交付金を削減するという別の大統領令に対して、１月31日に訴訟を起こしている。
憲法違反を司法に訴える――。
もしも大統領令に反対だったり、従いたくなかったりした場合、他に方法はないのだろうか。何しろ議会での議論のプロセスを経ていないのに、法律と同程度の効力を持つのだ。
オンラインマガジン「クォーツ」の記事（１月31日付）によれば、大統領令が無効になるケースは３つある。１つは、裁判所が「違法」「違憲」という判決を出すこと。もう１つは、議会が大統領令を無効あるいは修正する法律を通すことだ。
ただし、議会の対抗策に対しては、大統領は大統領拒否権という権限を有している。大統領が拒否権により法案を差し戻した場合、議会は３分の２以上の多数で再可決しなければならない。
最後の１つは、大統領自身が大統領令を無効にしたり修正したりすることだ。実際に２月１日には、入国禁止の大統領令を巡り、永住権保有者は入国に際して今回の措置適用の免除を申請する必要はないとの見解をホワイトハウスが示した。
また、サイバーセキュリティに関する大統領令に署名予定だったが土壇場になってやめたと、英インディペンデント紙などが報じている。理由は定かではないが、そうした事例もあり得る。
しかしクォーツの記事は、大統領令が無効になる３つの方法はいずれも現実にはめったに起こらないと論じている。
めったに起こらないことが、今回どれだけ起こるのか。司法に訴えるという反乱はすでに始まっている。
ニューズウィーク日本版ウェブ編集部
政府 日米首脳会談で経済関係強化の行動計画提案で調整
ＮＨＫ2月3日 4時29分
政府は、来週の安倍総理大臣とアメリカのトランプ大統領との日米首脳会談で、インフラ投資などを通じてアメリカ国内で雇用を生み出すなどとした成長と雇用創出に向けた行動計画を提案する方向で調整を進めています。安倍総理大臣は会談で、こうした計画を通じた双方の利益になる政策の重要性を説明し、経済関係の強化を促す方針です。
安倍総理大臣は、今月１０日にワシントンで、日本の自動車市場や為替政策を批判するアメリカのトランプ大統領と就任後、初めてとなる日米首脳会談に臨むことにしています。
これに関連し、安倍総理大臣は２日の衆議院予算委員会で、「トヨタは大きな投資をアメリカにしている。アメリカへの投資は大きな貢献として結果が出ていることなども含め、単に貿易差額ではなく大きな観点から日米の経済対話をしていきたい」と述べました。
こうした中、政府は、日米の経済関係が一層発展するように、首脳会談で、成長と雇用創出に向けた行動計画を提案する方向で調整を進めています。その原案によりますと、日本が、テキサス州の高速鉄道計画などインフラ事業に投融資を行うほか、両国間の貿易を活発にするルール作りについても協議し、これらによってアメリカ国内で雇用を生み出すとしています。
また、経済協力を具体化させるため、麻生副総理兼財務大臣とペンス副大統領ら両国の関係閣僚が参加した新たな協議の枠組みを設けるとしています。
安倍総理大臣は、アメリカ一国主義的な姿勢を鮮明にするトランプ大統領に対し、こうした計画などを通じた双方の利益になる政策の重要性を説明し、経済関係の強化を促す方針です。
日米閣僚級協議の設置検討＝７０万人雇用で貢献目指す－政府
　日本政府が米国との間で、通商政策や経済、外交など広範な分野にわたり議論する閣僚級協議の設置を検討していることが２日分かった。麻生太郎副総理兼財務相とペンス副大統領をトップに、外務、経済産業、防衛などの閣僚が加わる形を想定。米国への投資や雇用拡大に貢献しつつ、日本の経済成長や同盟強化を実現する「相互利益」関係の樹立を狙う。
　複数の日本政府関係者が明らかにした。１０日に行われる安倍晋三首相とトランプ大統領の首脳会談での合意を目指す。ただ、外交・安全保障分野では既に外務・防衛担当閣僚協議（２プラス２）があり、枠組みを経済分野に限定する可能性もある。
　ペンス氏はトランプ政権ナンバー２。日本政府は、ペンス氏が米側トップを務めることで協議に「重み」を持たせ、トランプ氏の対日政策に影響力を確保できるとみている。また、ペンス氏については、「対日関係や日本の自動車業界に理解がある」との見方もあり、安定的な日米関係を構築することへの期待もある。
　一方、首相がトランプ氏との首脳会談で提示する日米両国の経済成長に向けた政策パッケージの原案について、米国内での７０万人の雇用創出を盛り込んでいることも判明した。（時事通信2017/02/02-19:46）
米に70万人雇用創出　政策原案、日米首脳会談で提示へ
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米ピッツバーグでの求職フェアの様子＝2016年3月（AP＝共同）

　政府が10日の日米首脳会談で提案を目指す政策パッケージ「日米成長雇用イニシアチブ」の原案が2日、分かった。日米が連携したインフラ投資などで米国を中心に70万人の雇用を創出し、4500億ドル（約50兆円）の市場を生み出すと明記した。民間航空機の共同開発構想や米国からアジアへの液化天然ガス（LNG）輸出拡大も掲げた。

　イニシアチブは（1）米国内での世界最先端のインフラ実現（2）世界のインフラ需要の開拓（3）ロボット・人工知能（AI）の共同研究（4）サイバー・宇宙における共同対処（5）雇用と防衛のための対外経済政策連携―の5本柱。

首相 米への投資 “大きく貢献” 大局的観点から経済対話
ＮＨＫ2月2日 19時02分
安倍総理大臣は、衆議院予算委員会で、アメリカのトランプ大統領が自動車メーカーに国内への投資を求めていることに関連し、トヨタ自動車を例にアメリカで雇用を生み出すなど大きく貢献していると強調したうえで、今後、大局的な観点から経済対話を行いたいという考えを示しました。
この中で、共産党の笠井政策委員長は、アメリカのトランプ大統領が中東やアフリカの７か国の人の入国を一時的に禁止したことなどをめぐり、「世界各地で大きな混乱と批判が起きており、人権、人道に反するものだ。日米首脳会談で大統領令の速やかな撤回を求めるべきだ」と指摘しました。
これに対し、安倍総理大臣は「基本的には内政事項であり、コメントは控えたい」と重ねて述べる一方、「移民、難民問題、テロ対策は世界的な課題であり、国際社会で力を合わせて取り組むべきことは当然だ。移民、難民が出てくるような状況を根絶するため役割を果たしていきたい」と述べました。
そのうえで、安倍総理大臣は「日米首脳会談では、対テロ、難民、移民の問題など、しっかり議論し、私の考え方を話したい」と述べました。
日本維新の会の下地国会議員団政務調査会長は、トランプ大統領が自動車メーカーにアメリカ国内への投資を求めていることに関連し、「日本は直接投資でアメリカ国内に多くの雇用を創出している。ただ、アメリカ経済が伸びないと日本の経済も強くならない」と指摘しました。
これに対し、安倍総理大臣は「トヨタは大きな投資をアメリカにしている。工場を作り雇用が生まれ、利益が上がれば賃金も上がっていくと同時に、日本全体の収入も増えていく。そうした考え方をお互いが持つことが大切だ」と述べました。
そのうえで、「アメリカへの投資は、大きな貢献として結果が出ていることなども含め、単に貿易差額ではなく大きな観点から日米の経済対話をしていきたい」と述べました。
また、安倍総理大臣は、今後の通商政策に関し、「何がベストか、頭をやわらかくして考えていきたい。政権の中でも、アメリカ抜きのＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定は意味はないという議論もある一方、今の１１か国にさらに興味がある国々を加えたらどうかという意見もある」と述べました。
米国防長官との会談 日本の役割含め話したい
一方、安倍総理大臣は、３日に日本を訪れるアメリカのマティス国防長官との会談について、「アメリカが日本に求めていることは、ただ駐留軍の経費を払うだけではなく、日本の防衛は日本も努力してもらいたいということだろう。日本は平和安全法制を制定し、ガイドラインを新たに改定もしており、役割は相当増えている。そういうことも含めよく話をしたい」と述べました。
また、安倍総理大臣は「防衛費は、ＧＤＰ＝国内総生産の比率にこだわることなく、装備を充実させていくべきだ」と指摘されたのに対し、「ＧＤＰと防衛費の比率など、ＧＤＰとリンクさせる考え方は適切ではない。『わが国をわが国が守っていく』という気概は持つ必要がある」と述べました。
米ロの戦略的対話 日本に悪くない
安倍総理大臣は、トランプ大統領がロシアに融和的な姿勢を示していることに関連し、「米ロが戦略的な話し合いができることは、日本にとっても悪くはない。今まで、米ロ間で戦略的な対話が十分にできず、過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートの活動はどんどん肥大化してきた。政策調整が国際社会の中では好ましい」と述べました。
憲法改正と解散全く考えていない
安倍総理大臣は、衆議院の解散・総選挙の大義を憲法改正とする可能性を問われ、「衆議院議員の任期もだんだん限られ、今、憲法と解散をリンクさせると時期もいろいろ推測される方もいると思うが、全く、解散については今も考えていない」と述べました。
日系４世の定住者在留資格 前向きに検討
安倍総理大臣は、現在、日系３世などに認められている定住者の在留資格をめぐって、「南米の国も回り、日系人の日本に対する非常に熱い思いがあることなどを感じた。日系４世の熱意にも応えていく必要があり、どういう対応ができるか、前向きに検討していきたい」と述べました。
稲田氏の答弁「長い」と打ち切り　米軍不時着事故で衆院予算委員長
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稲田朋美防衛相

　2日の衆院予算委員会で、浜田靖一委員長（自民党）が、米軍新型輸送機オスプレイの不時着事故に関して答弁する稲田朋美防衛相に「長い」と再三注意した上、最終的に答弁を打ち切る場面があった。

　共産党の笠井亮政策委員長が、事故から6日後の飛行再開を取り上げ「米軍に言われるまま再開を認めた」と追及。稲田氏は「防衛省の分析と評価を八つの項目に分けて具体的に申し上げる」と強調し、説明を始めた。

　質問に直接答える内容でなかったため、浜田氏が警告したが、稲田氏は答弁を続行。浜田氏は「そこでやめましょう。一言申し上げます。質問に対して答えてください」と答弁を打ち切った。

稲田防衛相の答弁「長い」、衆院予算委員長が打ち切り
朝日新聞デジタル2017年2月2日18時03分

衆院予算委で、共産党の笠井亮氏の質問に答弁する稲田朋美防衛相＝２日午後２時１８分、岩下毅撮影




　「あんまり長いと止めますよ」「質問に答えてください」――。２日の衆院予算委員会で、大破事故のあった米軍のオスプレイ空中給油訓練の再開をめぐる稲田朋美防衛相の答弁に、防衛相の先輩でもある浜田靖一予算委員長が再三注意する場面があった。
　共産党の笠井亮氏が、「オスプレイが万が一事故を起こした際には、沖縄で全基地撤去運動につながりかねない」と分析した防衛省の過去の内部文書を示し、「そうなったら大変だと懸念し、米国に言われたまま飛行再開を認めただけではないか」と質問した。
　稲田氏は「防衛省でも要因を分析し、米軍が対策を幅広く取っていることを確認した」と説明した上で、「防衛省における分析の評価について、八つの項目に分けて具体的に申し上げる」として、防衛省が用意した答弁書を読み始めた。
　稲田氏が１から８までの項目順に沿って説明する最中、浜田氏は２度「簡潔に願います」と注意。答弁を続ける稲田氏に、「大臣長い。あんまり長いと止めますよ」と警告したがそれでも変わらず、稲田氏が「最後に」と８項目目の説明に入ろうとすると、浜田氏は「最後に、はいらない」と突き放し、説明が途切れた瞬間に「そこでやめましょう、大臣」と答弁を打ち切った。
　５分近く語り続けた稲田氏の長広舌ぶりに野党は「議論がかみ合っていない」と批判し、浜田氏は「一言申し上げる。質問に対して答えてください」と稲田氏をいさめた。
Ｆ１５、模擬訓練弾カバー落下か＝訓練中、空自小松基地所属－石川
　航空自衛隊小松基地（石川県小松市）は２日、同基地第６航空団所属のＦ１５戦闘機の翼に装着された模擬訓練弾の先端カバーを訓練中に紛失したと発表した。被害は確認されていない。
　同基地によると、カバーは直径９センチ、奥行き３センチで、重さ約７０グラムのセラミック製。訓練弾に火薬は入っていない。
　戦闘機は２日、午後２時５分ごろ離陸。石川県沖を飛行して午後３時１０分ごろ基地に帰還した。その後の点検で先端カバーがないことに気付いた。戦闘訓練中に落下したとみられる。（時事通信2017/02/02-21:41）
早期警戒機Ｅ２Ｄが岩国到着＝空母艦載機、主力移駐前に訓練－米海軍


米軍岩国基地に到着した米海軍の早期警戒機Ｅ２Ｄ＝２日午後、山口県岩国市
　米海軍の早期警戒機で、空母に搭載されるＥ２Ｄ「ホークアイ」５機が２日、米軍岩国基地（山口県岩国市）に到着した。在日米軍再編に伴う空母艦載機の厚木基地（神奈川県）から岩国への移駐を前に、岩国で先行訓練を実施する。
　Ｅ２Ｄは厚木基地の空母艦載機Ｅ２Ｃの後継機。レーダー探知能力などが向上し、中国軍機に対する警戒監視などに投入されるとみられる。１月に配備された海兵隊の最新鋭Ｆ３５Ｂステルス戦闘機１０機に続き、岩国基地の戦力が一段と強化される。
　Ｅ２Ｄを運用する第１２５早期警戒飛行隊隊長のダニエル・プロハースカ中佐は同基地で記者会見し、「日米両国間の重要な関係をさらに強化すると確信している」と述べた。
　中国四国防衛局によると、Ｅ２Ｄは岩国基地で２、３カ月間、訓練。その後、横須賀基地（神奈川県）を拠点とする空母「ロナルド・レーガン」に搭載される。
　厚木基地から岩国基地への空母艦載機の移駐は日米両政府が２００６年に合意。主力の戦闘攻撃機ＦＡ１８スーパーホーネットなど艦載機計６１機が今年１１月から来年５月にかけて段階的に移る。
　移駐後の岩国基地の米軍機は１２０機を超え、空軍では極東最大の嘉手納基地（沖縄県）の１００機を上回る規模となる。軍人、軍属、家族の計約３８００人が岩国に移住する。（時事通信2017/02/02-18:34）
「ニュース女子」問題　深く反省　沖縄報道　本紙の姿勢は変わらず

東京新聞2017年2月2日 朝刊

　本紙の長谷川幸洋論説副主幹が司会の東京ＭＸテレビ「ニュース女子」一月二日放送分で、その内容が本紙のこれまでの報道姿勢および社説の主張と異なることはまず明言しておかなくてはなりません。

　加えて、事実に基づかない論評が含まれており到底同意できるものでもありません。

　残念なのは、そのことが偏見を助長して沖縄の人々の心情、立場をより深く傷つけ、また基地問題が歪（ゆが）めて伝えられ皆で真摯（しんし）に議論する機会が失われかねないということでもあります。

　他メディアで起きたことではあっても責任と反省を深く感じています。とりわけ副主幹が出演していたことについては重く受け止め、対処します。

　多くの叱咤（しった）の手紙を受け取りました。　

　「一月三日の論説特集で主幹は『権力に厳しく人に優しく』と言っていたのにそれはどうした」という意見がありました。

　それはもちろん変わっていません。

　読者の方々には心配をおかけし、おわびします。

　本紙の沖縄問題に対する姿勢に変わりはありません。　（論説主幹・深田実）

◆「ニュース女子」問題とは

　東京ＭＸテレビは１月２日放送の番組「ニュース女子」で冒頭約２０分間、沖縄県東村（ひがしそん）高江の米軍ヘリコプター離着陸帯建設への反対運動を取り上げた。本紙の長谷川幸洋論説副主幹が司会を務めた。

　「現地報告」とするＶＴＲを流し、反対派を「テロリストみたい」「雇われている」などと表現。反ヘイトスピーチ団体「のりこえねっと」と辛淑玉（シンスゴ）共同代表（５８）を名指しし「反対派は日当をもらってる！？」「反対運動を扇動する黒幕の正体は？」などのテロップを流した。辛さんは取材を受けておらず、報告した軍事ジャーナリストは高江の建設現場に行っていなかった。

　ＭＸは「議論の一環として放送した」とし、番組を制作したＤＨＣシアターは「言論活動を一方的に『デマ』『ヘイト』と断定することは言論弾圧」としている。辛さんは名誉を侵害されたとして、１月２７日、放送倫理・番組向上機構（ＢＰＯ）放送人権委員会に申し立てた。

　のりこえねっとは沖縄の現場から発信してもらう「市民特派員」を募集、カンパで捻出した資金を元手に、本土から沖縄までの交通費として５万円を支給。昨年９月から１２月までに１６人を派遣した。

東京新聞「深く反省」と謝罪　「ニュース女子」司会に論説副主幹

沖縄タイムス2017年2月2日 12:34

　【東京】東京ＭＸテレビの番組「ニュース女子」が沖縄県東村高江周辺での米軍ヘリパッド建設に対する抗議行動に関して事実と異なる放送をした問題で、東京新聞は２日付朝刊１面で、同紙の長谷川幸洋論説副主幹が番組の司会を務めていたことに関し、「他メディアで起きたことではあっても責任と反省を深く感じています」との謝罪記事を掲載した。記事は深田実・論説主幹名で、「とりわけ副主幹が出演していたことについては重く受け止め、対処します」としている。



東京ＭＸテレビ「ニュース女子」報道に対する東京新聞としての見解を示す同紙２月２日付朝刊１面

　長谷川副主幹が番組の司会を務めていたことで、厳しい批判や同紙の見解表明を求める読者らからの声が２５０件以上届いたという。

　番組に関しては、「その内容が本紙のこれまでの報道姿勢および社説の主張と異なることはまず明言しておかなくてはなりません」と強調。その上で「事実に基づかない論評が含まれており到底同意できるものでもありません」と批判している。

　また、同問題を受けて同局の別のニュース番組への出演を辞退したジャーナリストの津田大介さんのインタビュー記事も掲載した。

　１月２日放送の「ニュース女子」では、ヘリパッド建設に抗議する住民らを「テロリスト」「過激派」などと表現。「過激派が救急車も止めた」などとの虚偽の内容を報道した。

　こうした反対運動を扇動する黒幕とされた、ヘイトスピーチに対抗する団体「のりこえねっと」共同代表で人材育成コンサルタントの辛淑玉（シンスゴ）さんは１月２７日、人権侵害があったとして放送倫理・番組向上機構（ＢＰＯ）放送人権員会に申し立てた。

　東京ＭＸテレビは、１月１６日放送の同番組で「議論の一環として放送した」との文章を掲載した。

東京新聞が謝罪記事掲載　MXテレビの沖縄報道巡り

共同通信2017/2/2 10:55

　沖縄の基地反対運動を扱った東京MXテレビの番組「ニュース女子」を巡る問題で、東京新聞は2日付の朝刊1面に「他メディアで起きたことではあっても責任と反省を深く感じている」とする論説主幹名の謝罪記事を掲載した。東京新聞の長谷川幸洋論説副主幹が番組の司会を務めていたため、読者から多くの批判が寄せられたという。

　謝罪記事は深田実論説主幹が執筆。番組の内容については「事実に基づかない論評が含まれており到底同意できるものではない」と批判。その上で「副主幹が出演していたことについては重く受け止め、対処する」と釈明した。

　番組は1月2日に放送された。

東京新聞「深く反省」　副主幹司会「ニュース女子」問題
朝日新聞デジタル2017年2月2日11時09分

東京メトロポリタンテレビジョン（ＭＸテレビ）が放送した番組「ニュース女子」について、東京新聞としての見解を伝える２月２日付の同紙朝刊


　沖縄の基地反対運動を伝えた際に人種差別的な発言があったなど批判の声が上がっている東京メトロポリタンテレビジョン（ＭＸテレビ）の番組に、東京新聞（中日新聞東京本社）論説副主幹の長谷川幸洋氏が出演していたことについて、東京新聞は２日付朝刊１面に「深く反省」とする記事を掲載した。中日新聞も同日付社会面で同内容の記事を載せた。
　記事は深田実論説主幹名で、番組の内容について「本紙のこれまでの報道姿勢および社説の主張と異なることはまず明言しておかなくてはなりません」「事実に基づかない論評が含まれており到底同意できるものでもありません」と説明。「他メディアで起きたことではあっても責任と反省を深く感じています。とりわけ副主幹が出演していたことについては重く受け止め、対処します」「読者の方々には心配をおかけし、おわびします」としている。同紙には２５０件を超える批判や、見解を求める声が寄せられたという。
　問題になっているのは、１月２日放送の「ニュース女子」。反対運動を「テロリストみたい」などと表現し、長谷川氏は司会を務めていた。東京新聞はこれまで、番組の問題点を何度も報じてきたが、長谷川氏については触れていなかった。番組内で「反対派の黒幕」などと名指しされた人権団体の共同代表・辛淑玉（シンスゴ）さんは先月２７日、放送倫理・番組向上機構（ＢＰＯ）放送人権委員会に人権侵害の申し立てをしている。
「お金ではない」　米軍ヘリ不時着　農家と自治会、損害賠償断る

沖縄タイムス2017年2月2日 08:08

　【うるま】米軍の新型攻撃ヘリＡＨ１Ｚが１月２０日、伊計島の農道に不時着した事故で、被害を受けた農家と伊計自治会は１日までに、そろって国からの損害賠償の提案を断った。「お金ではない。島の上空を飛んでほしくないだけ」との思いからだった。



農道に不時着した米軍ヘリの点検をする米兵ら＝２１日午前１０時半ごろ、うるま市与那城伊計島

　島特産の黄金芋を育てる上田清さん（６９）の畑は、ヘリが不時着した農道沿いにある。収穫間際の芋に影響はなかったが、熱風で葉はチリチリに焦げた。その後、沖縄防衛局から損害賠償の説明があったが「補償は関係ない」と断った。「生命財産が大事。目的は安心した暮らしだから」と淡々と話す。

　事故から１０日余。折れた根元からは芽が出、焦げた葉も元の緑に。収穫も今月できそうだ。「芋は強い」と生命力を感じている。

　一方、米軍ヘリは事故前と変わらずに島周辺を低空飛行している。「墜落はもってのほか。危険なことは嫌ですよ」と語気を強めた。

　伊計自治会も損害賠償を拒んだ。「もらえば基地があることが前提になる」と玉城正則会長は話す。「基地がなければこういうことは起きない」。玉城会長と上田さん、異口同音に語った。

　防衛局は今後について「被害者の意向を踏まえ、日米地位協定に基づき誠実に対応する」としている。

知事、権限行使を強調　辺野古阻止へ米要請開始

琉球新報2017年2月2日 07:30 
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議会調査局の調査員らと面談し、議会図書館から出てくる翁長雄志知事＝１月３１日、ワシントン
　【ワシントン＝問山栄恵本紙特派員】訪米中の翁長雄志知事は１月３１日午後（日本時間２月１日早朝）、米首都ワシントンで米軍普天間飛行場の名護市辺野古移設に伴う新基地建設に反対する県の意思を伝え、移設計画の見直しを求める要請行動を始めた。３１日は議会図書館で、米連邦議員が政策判断の参考にする報告書を定期発行している「議会調査局」の日本専門調査員や議員の補佐官らと面談した。
　翁長知事は調査員らとの面談で、「県民の７―８割が（辺野古移設に）反対する中では、（移設完了まで）１５年や２０年はかかる」と強調。さらに「これから設計変更など客観的に県の権限で対応していく」とも述べ、辺野古埋め立て承認取り消しを巡る最高裁判決で県が敗訴しても、移設作業は順調に進まないとの見通しを伝えた。
　面談後、翁長知事は記者団に「米国では最高裁の判決について誤解があり、（移設問題は）終わったのではないかとの情報も聞いている。日本政府から発せられる情報と私からの情報に圧倒的な差がある。そういったことを想定して話をした」と述べた。
　翁長知事は１日から、軍事委員会や外交委員会、歳出委員会に所属する上下両院の議員らと面談する。
普天間移設「民意大切に」＝米下院議員と会談－沖縄知事


米共和党のバラデオ下院議員（左）と会談する翁長雄志沖縄県知事（右）＝１日、ワシントン（沖縄県提供）
　【ワシントン時事】訪米中の翁長雄志沖縄県知事は１日、共和、民主両党の下院議員７人とワシントンで相次いで会談し、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設計画について「（反対する）民意を大切にしないと日米安保体制は大変不安定なところに置かれる」と述べ、移設先を県外・国外に見直すよう訴えた。
　沖縄県によると、会談したのはバラデオ共和党議員と、ハナブサ氏ら民主党議員６人。会談後、知事は記者団に「（以前は）辺野古が唯一（の選択肢）と話す人が多かったが、今回は議論になった。長い人は１時間ぐらい、いろんなことを聞いてくれた」と述べ、トランプ政権発足を受けて米国の空気が変化しているとの見方を強調した。（時事通信2017/02/02-09:58）
訪米の翁長知事 米議員に基地移設計画の見直し訴え
ＮＨＫ2月2日 11時55分
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アメリカのワシントンを訪れている沖縄県の翁長知事はアメリカ議会の下院議員と相次いで面談し、アメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設には多くの県民が反対していて工事は進まないなどとして、計画を見直すよう訴えました。
アメリカのワシントンを訪れている沖縄県の翁長知事は、日本時間の１日夜遅くから２日朝にかけて、共和党の下院議員１人と外交委員会や軍事委員会などに所属する民主党の下院議員６人の合わせて７人と相次いで面談しました。
面談の様子は公開されませんでしたが、翁長知事によりますと、この中でアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設について「多くの県民が反対していて、民意を大切にしないと日米安保体制が不安定になる。工事は順調にいっても１０年かかるだろうし、そう簡単には進まない」と述べ、計画を見直すよう訴えたということです。
これに対し、下院議員からはトランプ政権の外交・安全保障政策は、これから定まっていくだろうという見解などが示されたということです。
翁長知事は記者団に対し、「相手の発言内容は明かせないが、長い人で１時間ぐらい議論ができた。多くの議員と面談でき、アメリカ議会には柔軟性があると思っている」と述べました。
政府、岩礁破砕更新求めず＝地元漁協が漁業権放棄－辺野古移設
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設工事で、政府は３月に期限が切れる岩礁破砕許可の更新を県に申請しない方針を固めた。政府関係者が２日、明らかにした。地元の名護漁業協同組合が漁業権を放棄したため、更新は不要と判断した。ただ、翁長雄志知事は許可権限を移設阻止の重要な手段と位置付けており、県は許可の更新が必要との立場を変えていない。
　沖縄県漁業調整規則は「漁業権の設定されている漁場内で岩礁を破砕しようとする者は、知事の許可を受けなければならない」と規定している。これに基づき、辺野古沖で移設工事を進める政府は、仲井真弘多前知事の在任中の２０１４年８月に県から許可を得ていた。
　今年３月に期限切れを迎えることで、政府は再申請する必要に迫られていた。だが、地元の名護漁協は防衛省沖縄防衛局の要請に基づき、昨年１１月の特別決議で、辺野古沖に設定された「臨時制限区域」での漁業権放棄を決定。先月１３日に沖縄防衛局との間で損失補償契約を結んだ。
　これに関し、県水産課の担当者は「漁協の同意だけでは漁業権は消滅しないので、岩礁破砕許可は必要だ」と指摘した。（時事通信2017/02/02-12:52）
岩礁破砕許可、政府が再申請せず　辺野古で、沖縄県は対抗措置も

共同通信2017/2/2 13:27
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沖縄県の米軍普天間飛行場の移設先とされる名護市辺野古沿岸部。中央はキャンプ・シュワブ＝2016年7月

　政府が米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡り、3月末に更新期限を迎える「岩礁破砕許可」を沖縄県に再申請しない方針を固めた。辺野古沿岸部の埋め立てには許可が必要とみられていたが、地元漁協が漁業権を放棄したため、再申請は不要と判断した。政府関係者が2日、明らかにした。沖縄県は、漁業権は消滅しておらず申請は必要だとして、法的対抗措置を検討する。国と県の対立が激化しそうだ。

　翁長雄志知事は岩礁破砕許可も含めた知事権限などを行使し、移設を阻止する構えを見せていたため、政府が再申請見送りで先手を打つ形だ。

岩礁破砕巡り提訴も　沖縄県、国が申請拒否の場合

琉球新報2017年2月2日 06:30 
　米軍普天間飛行場の移設に伴う名護市辺野古の新基地建設に関して、政府が３月末に期限を迎える岩礁破砕許可の更新を県に申請せず、そのまま工事を続けることを検討している件で、沖縄県は許可なく工事をするのは違法だとして、国を相手取った提訴を検討していることが分かった。県関係者が明らかにした。申請回避で知事権限の無効化を狙う政府に対抗する目的。県は岩礁破砕許可手続きを定めた漁業調整規則は違反事例に対する刑事罰も定めていることから、政府側の責任者を刑事告発することや、事業者の沖縄防衛局を行政指導するなどの選択肢も併せて検討している。
　岩礁破砕許可は県漁業調整規則に基づくもので、公有水面埋立法に基づく埋め立て承認と並び、沖縄防衛局が辺野古新基地建設工事を進めるのに必要な許可。前知事が出した破砕許可はことし３月末に期限が切れる。
　一方で政府は、２０１４年に名護漁業協同組合が沖縄防衛局の岩礁破砕行為に同意し、埋め立て工事期間５年分の漁業補償約３６億円を受け取ることに同意したことを理由に「漁業権は消滅しており、漁業権を前提とした岩礁破砕許可は必要ない」（関係者）と判断した。現在、岩礁破砕許可の更新を県に申請するか、申請は不要として海上工事を続けるか検討している。
　だが県は（１）漁業権は現場海域が護岸で完全に囲い込まれなければ消滅しないというのが行政の一般認識（２）漁業権の免許権者は知事であり、漁協が漁業権消滅に同意しただけで効力は自動的に失われない（３）同じく地元漁協が漁業権の消滅に同意し、漁業補償も受けた那覇空港の第２滑走路建設工事では、防衛局と同じ政府機関である沖縄総合事務局が１月に岩礁破砕許可の更新を県に申請した―などの点から、更新申請は必要だと指摘している。
名護漁協が全漁業権を放棄　辺野古新基地の制限区域内

沖縄タイムス2017年2月2日 08:23

　名護漁業協同組合（古波蔵廣組合長）が、辺野古への新基地建設のために設定されたキャンプ・シュワブ沖の常時立ち入り禁止区域「臨時制限区域」（５６１ヘクタール）全ての漁業権を放棄したことが１日までに分かった。政府関係者によると、今回の漁業権放棄に伴う損失補償額は約６億円という。



辺野古沿岸の埋め立て予定区域と臨時制限区域

　埋め立て作業に必要な県の岩礁破砕許可は３月末に期限が切れ、翁長雄志知事は認めない構え。県漁業調整規則には、漁業権の設定されている漁場内で海底の地形を変更する場合に許可を得る必要があると明記されている。そのため、政府は漁業権のないシュワブ沖に関しては、県の許可が得られなくても工事が進められると解釈。再申請しないことも選択肢の一つとして検討している。

　防衛局は２０１３年に名護漁協から漁業権の消滅区域約１６０ヘクタールの埋め立て同意を得た。臨時制限区域内のその他の部分（約４００ヘクタール）は、工事着手から５年間漁業を行わないなどの取り決めで補償は支払ったが、漁業権は残っていた。新たに臨時制限区域内の漁業権全てが消失すれば、埋め立て区域だけでなく、汚濁防止膜のおもりになるブロックの設置などもできるようになる可能性がある。

　防衛局から臨時制限区域内の完全な漁業権放棄の依頼を受けた名護漁協は、昨年１１月に臨時総会を開催した。組合員から漁業法に基づく書面同意を得て、水産業協同組合法に基づく特別決議をした。ことし１月１３日に、防衛局と名護漁協は放棄にかかる損失補償契約を結んだ。
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